
定
率
減
税
の
廃
止
　
平
成
19
年
度
か
ら
廃
止

平
成
18
年
度
は
、
住
民
税
所
得
割
額
の
７．

５
％
相
当

額
（
上
限
２
万
円
）
を
控
除
し
て
い
ま
し
た
が
、
平
成
19

年
度
か
ら
廃
止
さ
れ
ま
す
。〈
所
得
税
は
平
成
19
年
分
か

ら
廃
止
〉

そ
の
他
　
平
成
20
年
度
か
ら
適
用

①
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
創
設

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
に
よ
る
所
得
税
の
減
税
額
が
減
少

す
る
場
合
は
、
そ
の
分
を
翌
年
度
の
住
民
税
で
減
額
し

ま
す
。（
平
成
11
年
か
ら
平
成
18
年
ま
で
に
入
居
し
た

方
）

②
地
震
保
険
料
控
除
の
創
設

こ
れ
ま
で
の
損
害
保
険
料
を
地
震
保
険
料
に
改
め
、

支
払
っ
た
保
険
料
の
２
分
の
１
（
最
高
２
万
５
千
円
）

の
額
を
所
得
か
ら
控
除
し
ま
す
。〈
所
得
税
で
は
５
万

円：

平
成
19
年
分
か
ら
適
用
〉

※
お
問
い
合
わ
せ
は
　
税
務
課
市
民
税
係
　

53
―
８
４
１
２

年
末
調
整
説
明
会
の
お
知
ら
せ

給
与
支
払
者
（
源
泉
徴
収
義
務
者
）
の
方
々
を
対
象
に
、

平
成
18
年
分
の
年
末
調
整
説
明
会
を
開
催
し
ま
す
。

日
　
時：

11
月
21
日
（
火
）

①
９：

30
〜
11：
30

②
13：

30
〜
15：

30

場
　
所：

七
尾
サ
ン
ラ
イ
フ
プ
ラ
ザ
　
中
ホ
ー
ル

※
お
問
い
合
わ
せ
は

七
尾
税
務
署
　

52
―
３
３
８
１

平
成
18
年
度
「
納
税
者
感
謝
の
集
い
」
開
催

日
　
時

11
月
14
日
（
火
）
13：

30
〜

会
　
場

七
尾
市
役
所
　
２
０
１
会
議
室

内
　
容

・
納
税
活
動
組
合
功
労
者

表
彰
式

・
「
税
に
関
す
る
標
語
」
入
賞
者

表
彰
式

・
講
演
会「
く
ら
し
と
税
金
〜
相
続
税
と
遺
産
分
割
〜
」

石
川
県
金
融
広
報
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

税
理
士
　
野
畠
　
浩
美
氏

※
お
問
い
合
わ
せ
は
　
納
税
課
　

53
―
８
４
１
３

毎
年
11
月
11
日
〜
17
日
は
、

『
税
を
考
え
る
週
間
』
で
す
。

今
年
は
、「
少
子
・
高
齢
社
会
と
税
」
を
週
間
テ
ー
マ
と

し
て
、
少
子
・
高
齢
社
会
に
お
け
る
税
の
意
義
や
役
割
な
ど

に
つ
い
て
考
え
て
い
た
だ
く
た
め
の
情
報
提
供
と
、
税
務
行

政
の
Ｉ
Ｔ
化
へ
の
取
組
に
対
す
る
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く

た
め
の
、
「
国
税
電
子
申
告
・
納
税
シ
ス
テ
ム
（e

-T
a
x

）

の
利
用
促
進
及
び
周
知
」
を
重
点
的
に
取
り
組
み
ま
す
。

〇
「
税
を
考
え
る
週
間
」
関
連
行
事

小
中
学
生
の
「
税
に
関
す
る
作
品
」
の
展
示

展
示
期
間：

11
月
10
日
（
金
）
〜
11
月
17
日
（
金
）

展
示
会
場：

ミ
ナ．

ク
ル
３
階
（
駅
前
再
開
発
ビ
ル
）

税
理
士
に
よ
る
無
料
税
務
相
談

日
　
時：

11
月
11
日
（
土
）
10：

00
〜
15：

00

（
12：

00
〜
13：

00
を
除
く
）

会
　
場：

ミ
ナ．

ク
ル
３
階
（
駅
前
再
開
発
ビ
ル
）

納
税
表
彰
式

日
　
時：

11
月
17
日
（
金
）
15：

00
〜

会
　
場：

七
尾
市
役
所
２
０
１
会
議
室

社会保険料

配　偶　者

一　般　扶　養

特　定　扶　養

基　　　礎

計

所　得　税

50万円

38万円

38万円

63万円

38万円

①227万円

個人住民税

50万円

33万円

33万円

45万円

33万円

②194万円

差

0円

5万円

5万円

18万円

5万円

33万円
（イ）

人的控除

給与所得346万円－②

152万円（ロ）

給与所得346万円－①

119万円
課税所得金額

所得税　　　　1,190,000円×10％＝119,000円

個人住民税　　1,520,000円× 5％＝ 76,000円

＜所得税（国税）+個人住民税（地方税）＞　計195,000円

税
源
移
譲
前

所得税　　　　1,190,000円× 5％＝59,500円 

個人住民税　　1,520,000円×10％－16,500円＝135,500円

☆ 調整控除

＜所得税（国税）＋個人住民税（地方税）＞  計195,000円

税
源
移
譲
後

調整控除額　33万円×5％＝16,500円

152万円＞33万円　（イ）と（ロ）を比較→（イ）の人的控除額の差の合計額の方が少ない

《例》　給与収入500万円（給与所得346万円）の方（夫婦、子2人）の場合は




